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滋賀県後期高齢者医療広域連合
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1. 滋賀広域の後期高齢者保健事業
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～高齢者の健康寿命の延伸・医療費の適正化をめざして～

Ⅳ. 京都大学大学院医学研究科（専門機関）への委託事業

事業全般の調査分析・指導助言・費用対効果の検証

滋賀県後期高齢者医療広域連合

広域連合

厚生労働省

特別調整交付金 等

財 源

令和２年度 後期高齢者保健事業

・重複頻回受診者
訪問指導

・ジェネリック差額
通知

・医療費通知

・保健事業実施計画中間見直
し

・実施計画推進のための支援

・健康づくり事業実施市町へ
のデータ提供等の支援

・一体的実施市町へのデータ
提供等の支援

・健康診査受診率と
健診受診勧奨通知の効果
検証

・歯科健康診査受診率と
歯科健診受診勧奨通知の
効果検証

・市町等との連絡・調整

Ⅰ. 健康づくり支援事業等

・健康診査事業

・健診結果により指導を
要する者への訪問指導

・健康診査推進計画の策定

・健診未受診者に対する
受診勧奨

・歯科健康診査事業

・歯科健康診査推進計画の
策定

・歯科健診未受診者に
対する受診勧奨

Ⅲ. 健康診査推進事業

【高齢者健康づくり基盤整備推進事業費補助金】
・（大津市） 高齢者サロン等における一般介護予防事業と連携した口腔ケア

推進事業
・（長浜市） 令和２年度 かかりつけ医勧奨・服薬情報通知事業
・（近江八幡市）沖島健康支援事業
・（守山市） 通いの場におけるフレイル（虚弱）予防事業
・（東近江市） 後期高齢者ウエルカム事業
・（東近江市） 後期高齢者服薬情報通知事業
・（東近江市） 生活習慣病重症化予防事業
・（米原市） 生活習慣病重症化予防事業
・（竜王町） 個別訪問歯科指導事業
・（豊郷町） 豊郷町「後期になっても一生青春」事業
・（多賀町） 高齢者ゆいちゃん体操自主グループ活動による健康づくり事業

【高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施】
・草津市
・甲賀市
・湖南市

Ⅱ. 地域特性を生かした健康づくり事業への支援

令和３年度は１２市町
が実施予定。
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2. 一体的実施の概要
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医
療
保
険

介
護
保
険

被用者保険の保健事業
（健保組合、協会けんぽ）

○健康診査のみの実施が
ほとんど

○一部、重症化予防に向けた
個別指導等も実施

後期高齢者広域連合の
保健事業

（広域連合。市町村に委託・補助）

○特定健診、特定保健指導
○任意で、人間ドック
○重症化予防（糖尿病対策等）

保険者により、糖尿病性腎症の患者等に対して、医療機関と連携
した受診勧奨・保健指導等の実施。

○健康経営の取組
・ 保険者と事業主が連携した受動喫煙対策や職場の動線を利用し
た健康づくりの実施。

・ 加入者の健康状態や医療費等を見える化した健康スコアリング
レポート等の活用。

国民健康保険の
保健事業（市町村）

○特定健診、特定保健指導
○任意で、人間ドック
○重症化予防（糖尿病対策
等）
・ 保険者により、糖尿病性
腎症の患者等に対して、
医療機関と連携した受診
勧奨・保健指導等の実施。

○市町村独自の健康増進
事業等と連携した取組

７５歳退職等

６５歳

○一般介護予防事業（住民主体の通いの場）
○介護予防・生活支援サービス事業
訪問型サービス、通所型サービス、生活支援サービス（配食
等）、生活予防支援事業（ケアマネジメント）

介護保険の介護予防・日常生活支援総合事業等（市町村）

国保と後期高齢者の
保健事業の接続の必要性
（現状は、７５歳で断絶）

○フレイル状態に着目した
疾病予防の取組の必要性
（運動、口腔、栄養、社会参加
等のアプローチ）

保健事業と介護予防の
一体的な実施（データ分析、
事業のコーディネート 等）

→保健事業との連携による支援メニューの充実の必要性

保健事業と介護予防の現状と課題（イメージ）
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疾病予防・
重症化予防

生活機能の改善高齢者

※フレイルのおそれ
のある高齢者全体
を支援

保健事業
介護予防の事業等

医療・介護データ解析

④多様な課題を抱える高齢者や、
閉じこもりがちで健康状態の不明
な高齢者を把握し、アウトリーチ
支援等を通じて、必要な医療サー
ビスに接続。

②高齢者一人ひとりの医療・介護等の情報を一括把握
③地域の健康課題を整理・分析

かかりつけ医等

⑥社会参加を含む
フレイル対策を
視野に入れた取
組へ

⑧通いの場への参加勧奨や、事業内容
全体等への助言を実施

①事業全体のコーディネートや
データ分析・通いの場への積極
的関与等を行うため、市町村が、
地域に保健師、管理栄養士、
歯科衛生士等の医療専門職を配置

⑦医療専門職が、
通いの場等にも
積極的に関与

⑤国民健康保険と後期高齢者
医療制度の保健事業を接続

⑨民間機関の連携等、通い
の場の大幅な拡充や、個
人のインセンティブとな
るポイント制度等を活用

国保中央会・国保連が、
分析マニュアル作成・市町
村職員への研修等を実施

要介護
認定

介護
レセ

フレイル
状態の
チェック

⑪通いの場に、保健医療の視点からの支援
が積極的に加わることで、

・通いの場や住民主体の支援の場で、専門
職による健康相談等を受けられる。

・ショッピングセンターなどの生活拠点等
を含め、日常的に健康づくりを意識でき
る魅力的な取組に参加できる。

・フレイル状態にある者等を、適切に医療
サービスに接続。

健診
医療
レセ

市町村が一体的に実施

経費は広域連合が交付
(保険料財源＋
特別調整交付金)

⑩市民自らが担い手
となって、積極的
に参画する機会の
充実

高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施（市町村における実施のイメージ図）
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3. 市町と広域連合の役割
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第４．各自治体における体制の整備等について

高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施の推進に向けたプログラム検討のための実務者検討班報告書【概要】

広域連合国（厚生労働省）

市町村

都道府県・
保健所

保健事業の指針に
おいて、一体的実施
の方向性を明示

具体的な支援メ
ニューをガイドライン
等で提示

特別調整交付金の
交付・先進事例に係
る支援

エビデンスの収集

広域計画に、広域連合と市町村の連携内容を規定

データヘルス計画に、事業の方向性を整理

事業の実施に必要な費用を委託事業費として交付

構成市町村にヒアリング

構成市町村へのデータ提供

構成市町村の事業評価の支援

高齢者医療、国保、健康づくり、介護等庁内各部局

間の連携体制整備

一体的実施に係る事業の基本的な方針を作成

一体的実施に係る事業の企画・関係団体との連携

介護の地域支援事業・国保の保健事業との一体的

な取組の実施
（例）データ分析、アウトリーチ支援、通いの場への参画 等

※ 広域連合に被保険者の医療情報等の提供を求めることができる

※ 広域連合のヒアリング等を通した事業内容の調整

※ データの一体的分析により地域課題を把握、広域連合からの提供データも活用

※ 地域ケア会議等も活用

事例の横展開・県内の健康課題の俯瞰的
把握・事業の評価 等

企画段階から取
組について調整

取組への助言・
支援

かかりつけ医等
との連携強化
等

事業の実施状況
等を報告し、情報
共有

委託

医療関係団体

国保連合会

国保中央会 研修指針の策定

KDBシステムのデータ提供
市町村、広域連合に向けた研修の実施
保健事業支援・評価委員会による支援

技術的援助
・協力

KDBシステムの
活用支援

広域性を活か
した支援

事業の報告

高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細かな支援を実施するため、高齢者の保健事業について、

広域連合と市町村の連携内容を明示し、市町村において、介護保険の地域支援事業や国民健康保険の保健事業と一体的に実施。

１２９



滋賀県後期高齢者医療第４次広域計画（令和２年４月）（抜粋）

第３章 基本方針
広域連合は、基本理念に基づき、次に掲げる基本方針に従って後期高齢者医療制度の運営を行います。

１ （略）

２ 保健事業の推進

当広域連合では、健康診査をはじめ健康診査受診者訪問指導、市町が行う地域の特性を生かした健康づくり事業への

支援など様々な保健事業を実施してきました。

今後も引き続き、市町と緊密に連携・協力して保健事業に取り組み、被保険者の健康の保持増進や健康寿命の延伸を

図るとともに、新たに高齢者の保健事業と介護予防の一体的な事業を実施していきます。

第４章 広域連合及び関係市町が行う事務

１ 広域連合が行う事務
（１）～（３）（略）

（４） 保健事業に関する事務

被保険者の健康の保持増進や健康寿命の延伸を図るため、市町と緊密に連携・協力し、健康診査の実施及び未受診者

への受診勧奨や地域特性を生かした健康づくり事業への支援等を行います。

また、高齢者の保健事業と介護予防等の一体的な実施について、効果的かつ効率的に進めるため、「第３章 基本方

針」に基づき、事業の連携内容を明確にした上で、市町に事業実施を委託するとともに、各種支援や調整等を行います。

２ 市町が行う事務
（１）～（３）（略）

（４） 保健事業に関する事務

被保険者の健康の保持増進や健康寿命の延伸を図るため、広域連合と緊密に連携・協力して健康診査の実施及び未受

診者への受診勧奨や地域特性を生かした健康づくり事業等を行います。

また、広域連合から委託を受けた高齢者の保健事業と介護予防等の一体的な実施について、地域特性に合わせた事業

内容を含む市町における方針を定め、事業を行います。
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4. 広域連合の財政支援
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「高齢者の保健事業と介護予防等の一体的な実施等に係る令和３年度特別調整
交付金交付基準案の送付について」から一部抜粋

令和３年度特別調整交付金交付基準のポイント

（１）市町村ごとに交付対象となる医療専門職の上限について
令和２年度：全市区町村一律１名
令和３年度：○実施日常生活圏域数が１１圏域未満 ・・・１名

○実施日常生活圏域数が１１圏域以上２１圏域未満・・・２名
○以降、１０圏域増加ごとに１名追加

（２）専従要件について
令和２年度：専従とする。
令和３年度：原則専従とするが、市町村の実情により、専従の医療専門職を配置できない場

合は、一体的実施を適切に実施できる場合に限り、兼務としても差し支えない
ものとする。

→兼務を考えている市町については、必ず事前に広域連合までご相談ください。

１．企画調整等を担当する医療専門職について

（１）人件費について
令和２年度：事業を実施する日常生活圏域ごとに３５０万円が上限額
令和３年度：３５０万円×事業を実施する日常生活圏域数
→圏域ごとの按分が不要となる見込み。

２．地域を担当する医療専門職について

日常生活圏域とは

地理的条件、人口、交
通事情などを勘案して

定める区域のこと。各自
治体が介護保険計画で
定める。
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・広域連合が一体的実施等の保健事業を市町村に委託

・委託を受けた市町村は次の医療専門職を配置して事業を実施

①健康課題の把握・分析、事業の企画・調整・分析、評価等を行う保健師等の医療専門職
※原則専従の正規職員を念頭（市町の実情により専従の医療専門職が配置できない場合は兼
務としても差し支えない）

②各地域（日常生活圏域）において個別訪問等や通いの場等への積極的関与の支援を行う

医療専門職（保健師、管理栄養士、歯科衛生士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等）
※常勤、非常勤ともに可

・事業の実施に当たって、保健事業の一部を関係機関、関係団体に委託することも可

→必ず事前に広域連合までご相談ください。

交付の対象となる事業の条件

高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の対象事業について
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高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の委託事業費について

①企画・調整等の業務に要する費用
→一人あたり５８０万円が上限

②個別的な支援や通いの場等への関与等の業務に要する費用
→【人件費】「３５０万円×事業を実施する日常生活圏域数」が上限
※ただし、一人あたり３５０万円が上限となる。

→【その他経費】事業を実施する日常生活圏域ごとに５０万円が上限

交付上限額

イメージ図

市

町

広
域
連
合

国

委託契約の締結
特別調整交付金
の申請

委託事業費
の交付

特別調整交付金
の交付

委託事業費の財源

特別調整交付金
2/3

保険料
1/3
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３５０万円×日常生活圏域数

（人件費）

雇用者に支払う給料のほかに、各種手当や賞与、社会保険料等の福利厚生費、住居手当など、
雇用によって発生する様々な費用

・正規職員
・会計年度任用職員
・日々雇用
・市町の予算科目：給料等

地域を担当する医療専門職の人件費計上

日常生活圏域ごとに５０万円

・講演会、研修会の講師の謝礼金など
・雇用契約のない日々雇用
・市町の予算科目：報償費等

日常生活圏域におけるその他経費計上

地域を担当する医療専門職の人件費の考え方
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